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資料２

●．国民及び地方公共団体に対するアンケート調査結果の概要

環境省は、毎年、全国の20歳以上の成人約2,000人を対象にした調査「環境にやさし

いライフスタイル実態調査」及び全ての地方公共団体を対象とした調査「環境基本計画

で期待される地方公共団体の取組についてのアンケート調査」のアンケート調査を行っ

ています。標本誤差等も踏まえ、中央環境審議会においてこれらの調査結果を分析した

ところ、以下に示すような傾向が明らかになっています。

環境問題の解決には、国民及び地方公共団体の果たすべき役割は大きく、今後はこれ

らの傾向を踏まえた環境施策を講じる必要があります。

＜環境にやさしいライフスタイル実態調査結果の概要＞

○ 現在の環境の状況については、地球レベルでの悪化を実感している国民の割合が高

く、国レベル、地域レベルと身近になるにつれ割合は低下しています。地球環境につ

いて、平成20年度は、「悪化している」の割合が15％以上低下しているものの、「悪化

している」及び「やや悪化している」の合計は前年度から大きな変化はありません。

また、地域レベルの環境について、｢変わらない｣との回答が半数近くを占めていま

す(図１)。

（図１）環境の状況についての実感 出典)環境にやさしいライフスタイル実態調査(環境省)

注）この項の加重平均は、「よくなっている」に2点、「ややよくなっている」に1点、「変わらない」に0点、「やや悪化している」に－1点、「悪化している」に－2点を与えて算出した。
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○ 地球レベル、国レベル及び地域レベルのそれぞれについて、環境の状況が「悪化し

ている」又は「やや悪化している」という回答をした者の回答理由については、各レ

ベルにおいて「地球温暖化が進んでいるから」が最も多くなっています（図２）。

（図２）環境悪化を実感する理由（上位３位）出典)環境にやさしいライフスタイル実態調査(平成20年度調査、環境省)
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○ 平成20年度調査結果において、国が行っている環境行政の満足度（「満足してい

る」及び「まあ満足している」と答えた人の合計）は約３％にとどまり、平成19年度

調査結果と同様、国民の環境行政に対する満足度は低くなっています（図３）。

一方で、地方公共団体が行っている環境行政の満足度については約８％でしたが、

満足していない者の割合（「あまり満足していない」及び「全く満足していない」と

答えた人の合計）は、平成19年度は半数を占めていたのに対し、平成20年度は35％程

度まで減少しております（図４）。

（図３）国が行っている環境行政への評価 出典)環境にやさしいライフスタイル実態調査(環境省)

（図４）地方公共団体が行っている環境行政への評価 出典)環境にやさしいライフスタイル実態調査(環境省)

注）この項の加重平均は、「満足している」に2点、「まあ満足している」に1点、「どちらともいえない」に0点、「あまり満足していない」に－1点、「全く満足していない」に－2点を与えて算出した。
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○ 国及び地方公共団体が行っている環境行政に対する満足度の低さを踏まえ、今後、

環境行政が求めることについて調査したところ、国及び地方公共団体の双方について、

概ね半数の人が、「法律（条例）等による環境保全対策制度の強化」及び「地球温暖

化防止、循環型社会形成等に関する計画の進行管理の徹底」といった、総合的な環境

行政の推進を求めていることが分かりました。また、国については、ほぼ全ての項目

について、概ね３割以上の人が、「今後求めること」に挙げており、環境保全上いま

だ多くの課題を抱えていること、さらに、国民の環境への関心が高まっていることが

窺えます（図５及び図６）。

国及び地方公共団体においては、引き続き、このような国民の環境に関する問題意

識を真剣に受け止め、環境行政を強化すべきです。その際、国民の関心に対応した情

報の提供、国民のニーズの的確な把握、様々な主体に対し、環境保全活動を行うよう

呼びかけ、支援すること等により、国民とのコミュニケーションと連携を強化すべき

です。

（図５）国に対して今後求めること 出典)環境にやさしいライフスタイル実態調査(平成20年度調査、環境省)

（図６）地方公共団体に対して今後求めること 出典)環境にやさしいライフスタイル実態調査(平成20年度調査、環境省)
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○ 環境保全に重要な役割を担う主体は国民であると考えている国民の割合は、約半数

となっており、国（約30％）及び事業者（約15％）を大きく上回っています。国民の

環境保全に対する意識の高さが窺えます。なお、この傾向は、過去３年で大きな変化

はありません(図７)。

（図７）環境保全に最も重要な役割を担う主体 出典)環境にやさしいライフスタイル実態調査(環境省)

○ 環境保全行動の実態について見ると、「ゴミの分別」、「節電・節水」、「リサイク

ル」等個人で対応できる行動や家庭内の工夫により対応が可能な行動の実行率が高い

ことが分かります。一方で、「地域の環境に関する計画等の策定活動」、「地域の省エ

ネルギー活動」、「地域の自然保護活動」等地域における環境保全のための取組の実行

率は概ね低くなっています（図８）。

実行率が低い取組については、これらを向上させるための施策を推進していく必要

があります。

（図８）環境保全行動の実施状況 出典)環境にやさしいライフスタイル実態調査(平成20年度調査、環境省)
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○ 国民の環境教育・環境学習活動への参加率(｢現在参加している｣及び｢参加したこと

がある｣の合計)は、体験型、体験型以外を問わず10％に満たない状況ですが、｢参加

したい｣という意向を持つ人の割合を合わせると、50％を超えます(図９)。

環境教育・環境学習活動への国民のニーズを、参加に結びつけるための情報や機会

の提供等の施策が、引き続き必要と考えられます。

（図９）環境教育・環境学習への参加状況 出典)環境にやさしいライフスタイル実態調査(平成20年度調査、環境省)

○ 国民の70％近くが環境保全に取り組むことが経済発展につながるという認識を持っ

ています(図10)。

今後とも、このような国民の意識を踏まえ、環境を良くすることが経済を発展させ、

経済の活性化が環境を改善するという｢環境と経済の好循環｣を生み出していく必要が

あります。

（図10）環境問題への取組に対する考え方 出典)環境にやさしいライフスタイル実態調査(平成20年度調査、環境省)
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＜環境基本計画で期待される地方公共団体の取組についてのアンケート調査結果の概要＞

○ 環境保全活動について、事業者及び民間団体との連携・協働に取り組んでいる地方

公共団体は全体の40％程度、住民との連携・協働に取り組んでいる地方公共団体は全

体の60％程度となっています(図11)。

また、民間団体に対する支援・育成に取り組んでいる地方公共団体は全体の30％程

度となっています(図12)。

パートナーシップ社会の構築に向けて、事業者や民間団体との連携・協働の仕組み

づくりや民間団体へ支援の強化が、引き続き求められます。

（図11）事業者・民間団体・住民との連携・協働の実施状況

出典)環境基本計画で期待される地方公共団体の取組についてのアンケート調査(平成20年度調査、環境省)

（図12）民間団体に対する支援・育成の実施状況

出典)環境基本計画で期待される地方公共団体の取組についてのアンケート調査(平成20年度調査、環境省)
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○ 住民の環境保全への取組促進のために地方公共団体が行っている施策について、特

に進んでいる取組は、｢ごみのポイ捨てを禁止｣、｢リサイクル活動｣、｢コンポストの

購入｣、｢野外焼却の禁止｣、｢合併処理浄化槽の個人設置｣等環境負荷の低減に係る取

組です。また、最も多く採用されている手法は｢普及・啓発｣となっています（図13）。

引き続き、地方公共団体ごとに様々な取組の内容や手法を検討し、地域の実情に応

じた適切な環境保全への取組を進めていくことが望まれます。

（図13）住民に対する取組促進施策の実施率 （％）

項目 規制的手法 支援・誘導 普及・啓発

（１）ごみのポイ捨てを禁止 41.9 1.9 48.4

（２）観光・余暇活動の際の自然破壊の防止 2.9 0.6 34.5

（３）余暇における自然とのふれあい 0.5 2.5 34.0

（４）リデュース活動 4.7 8.3 75.7

（５）リユース活動 3.3 8.8 76.1

（６）リサイクル活動 5.9 29.0 57.4

（７）リサイクル商品の購入 0.8 2.6 51.4

（８）エコマーク商品の購入 0.4 0.8 56.1

（９）省エネ型家電の購入 0.2 1.0 53.2

（10）環境配慮型商品の購入 0.8 1.3 51.9

（11）簡易包装・買い物袋の持参 1.5 8.3 73.7

（12）節水の促進 0.3 1.6 69.7

（13）洗剤使用の適正化 0.3 0.6 42.6

（14）コンポストの購入 7.1 61.0 11.4

（15）野外焼却の禁止 21.8 2.7 70.1

（16）合併処理浄化槽の個人設置 11.8 56.8 11.8

（17）地域や住宅の緑化・美化活動 5.0 24.4 40.0

（18）太陽熱温水器・太陽光発電システムの設置 1.9 19.4 27.0

（19）住宅の高気密化・高断熱化 0.1 1.3 21.2

（20）公共交通機関の利用 0.5 7.1 48.3

（21）アイドリングの禁止 4.2 1.0 61.7

（22）低公害車の導入 0.8 3.9 39.2

（23）環境ＮＰＯへの活動参加 0.3 4.9 28.0

（24）環境教育・環境学習の実施 0.9 14.0 55.4

手法別平均実施率 4.9 11.0 47.5

出典)環境基本計画で期待される地方公共団体の取組についてのアンケート調査(平成20年度調査、環境省)
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○ 地方公共団体が住民に提供している環境情報は、｢暮らしの中の工夫や行動｣が多く、

企業関連情報や環境保護団体の活動状況に関する情報の提供の実施率は低くなってい

ます(図14)。

（図14）住民に提供している環境情報 出典 )環境基本計画で期待される地方公共団体の取組についてのアンケート調査(平成20年度調査、環境省 )

○ 住民への情報提供の方法は｢広報誌やパンフレット｣が最も多く、次いで｢ホームペ

ージ｣による情報提供が進んでいます（図15）。

○ 様々な主体に対する情報提供を念頭に置いた、提供する情報の内容や情報提供の方

法の多様化が望まれます。

（図15）情報提供の方法 出典)環境基本計画で期待される地方公共団体の取組についてのアンケート調査(平成20年度調査、環境省)
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既に実施している 現在検討中である 予定はない 無回答

20.3

54.3

76.3

45.3

29.7

8.1

47.2

3.4

15.7

10.9

11.1

6.7

4.3

10.6

74.7

28.8

12.1

42.3

62.3

85.9

41.0

1.7

1.2

0.6

1.3

1.3

1.7

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

テレビ・ラジオ

ホームページ

広報誌やパンフレット

環境セミナー・展示会

環境白書

環境活動評価プログラムの普及

環境の日・環境月間
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○ 環境保全施策推進過程における住民意見の取り入れについて、最も多く採用されて

いる方法は｢審議会｣ですが、「自治会・町内会からの意見聴取」、｢アンケート｣、｢意

見交換会・ワークショップ・協議会等｣等、様々な方法が採用されています(図16)。

今後とも、環境保全施策の推進に当たり、様々な方法で住民意見が取り入れられる

ことが望まれます。

（図16）住民意見の取り入れ方法 出典)環境基本計画で期待される地方公共団体の取組についてのアンケート調査(平成20年度調査、環境省)
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環 境 省「 環 境 にや さしいラ イフ スタ イル 実 態調 査 」

インターネットを用い、全国の20歳以上の成人男女を対象に平成21年２月27日～３月５日を調

査期間として実施し、2,197人の回答を得た。

＜回答者属性( )内％＞

環 境 省｢環 境基 本 計 画で 期 待され る 地方 公 共 団体 の 取 組に つい ての アン ケ ー ト調 査｣

全ての地方公共団体（1,851団体：47都道府県､17政令指定都市､1,787市区町村）を対象として､

平成2１年２月20日～３月29日を調査期間として調査票を郵送発送･郵送回収するアンケート形式

により調査を実施した。期間内に1,450団体から回答が寄せられた(有効回収率 78.3％ )。

総数 全体 都道府県 政令指定都市 市区町村

発送数 1,851団体 47団体 17団体 1,787団体

有効回収数 1,450団体 4７団体 17団体 1,386団体

有効回収率 78.3％ 100.0％ 100.0％ 77.6％

回収構成比率 100.0％ 3.2％ 1.2％ 95.6％

（１）性別
男性 女性
1149 1048
(52.3) (47.7)

（２）年齢別
20代 30代 40代 50代 60代 70代以上
446 460 471 445 311 64
(20.3) (20.9) (21.4) (20.3) (14.2) (2 .9)

（３）職業別

農林漁業
商工販売
サービス

自由業
会社役員・
会社経営

会社員 公務員 団体職員 学生

28 131 60 42 793 122 33 66
(1.3) (6.0) (2.7) (1.9) (36.1) (5 .6) (1.5) (3.0)

パート
・アルバイト

専業主婦 無職 その他

249 391 215 67
(11.3) (17.8) (9.8) (3.0)

（４）地域別
北海道・東北 関東 北陸 中部 近畿 中国・四国 九州

384 623 91 272 283 264 280
(17.5) (28.4) (4.1) (12.4) (12.9) (12.0) (12.7)

（５）都市規模別

政令指定都市
人口10万人
以上の市

人口10万人
未満の市

町村

570 875 491 261
(25.9) (39.8) (22.3) (11.9)


